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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも、結着樹脂、ワックス及び着色剤を含有するイエロートナーであって、着色
剤として、一般式（１）で表される化合物を含有することを特徴とするイエロートナー。
【化１】

（一般式（１）中、Ｒ1は、アルキル基、アリール基またはアミノ基を表す。Ｒ2は、水素
原子、シアノ基、カルバモイル基、カルボン酸エステル基またはカルボン酸アミド基を表
す。Ｒ3は、水素原子、アルキル基またはアシル基を表す。Ａは、カルボン酸（２－エチ
ルヘキシル）エステル基を表す。ｎは、２乃至５の整数を表す。）
【請求項２】
　前記一般式（１）中、Ｒ1がアルキル基またはアリール基、Ｒ2がシアノ基またはカルボ
ン酸エステル基、Ｒ3が水素原子またはアルキル基であることを特徴とする請求項１に記
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載のイエロートナー。
【請求項３】
　前記一般式（１）中、Ｒ1がアルキル基、Ｒ2がシアノ基、Ｒ3がアルキル基であること
を特徴とする請求項１又は２に記載のイエロートナー。
【請求項４】
　着色剤、ワックス及び重合性単量体を含有する重合性単量体組成物を調製する工程と、
　該重合性単量体組成物の粒子を水系媒体中で形成する工程と、
　該水系媒体中にて該重合性単量体組成物の該粒子に含有される該重合性単量体を重合し
てトナー粒子を得る工程と、
を含むイエロートナーの製造方法であって、
　該着色剤が、一般式（１）で表される化合物を含有することを特徴とするイエロートナ
ーの製造方法。
【化２】

（一般式（１）中、Ｒ1は、アルキル基、アリール基またはアミノ基を表す。Ｒ2は、水素
原子、シアノ基、カルバモイル基、カルボン酸エステル基またはカルボン酸アミド基を表
す。Ｒ3は、水素原子、アルキル基またはアシル基を表す。Ａは、カルボン酸（２－エチ
ルヘキシル）エステル基を表す。ｎは、２乃至５の整数を表す。）
【請求項５】
　水系媒体にワックスが分散したワックス分散液を調製する工程と、
　水系媒体に樹脂粒子が分散した樹脂粒子分散液を調製する工程と、
　水系媒体に着色剤が分散した着色剤分散液を調製する工程と、
　該ワックス分散液、該樹脂粒子分散液及び該着色剤分散液を混合し、それぞれの分散液
に含有される該ワックス、該樹脂粒子、該着色剤を凝集させて凝集体粒子を形成する凝集
工程と、
　該凝集体粒子を加熱し、融合する工程と、
を含むイエロートナーの製造方法であって、
　前記着色剤が一般式（１）で表される化合物を含有することを特徴とするイエロートナ
ーの製造方法。
【化３】

（一般式（１）中、Ｒ1は、アルキル基、アリール基またはアミノ基を表す。Ｒ2は、水素
原子、シアノ基、カルバモイル基、カルボン酸エステル基またはカルボン酸アミド基を表
す。Ｒ3は、水素原子、アルキル基またはアシル基を表す。Ａは、カルボン酸（２－エチ
ルヘキシル）エステル基を表す。ｎは、２乃至５の整数を表す。）
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子写真法、静電記録法、磁気記録法、トナージェット法などの記録方法に
用いられるイエロートナーおよびその製造方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、カラー画像の普及が盛んで高画質化への要求が高まっている。デジタルフルカラ
ー複写機やプリンターにおいては、色画像原稿をブルー、グリーン、レッドの各色フィル
ターで色分解した後、オリジナル画像に対応した潜像をイエロー、マゼンタ、シアン、ブ
ラックの各色現像剤を用い現像する。そのため、各色の現像剤中の着色剤が持つ着色力が
画質に大きな影響を与えることになる。
【０００３】
　印刷業界におけるジャパンカラーを再現することやＲＧＢワークフローに用いられるＡ
ｄｏｂｅＲＧＢに近づけることが重要である。このような色空間を確保するためには、色
域の広い染料を用いることが有効である。
【０００４】
　トナー用のイエロー着色剤の代表的な例として、イソインドリノン、キノフタロン、イ
ソインドリン、アントラキノン、アゾ骨格などを有する化合物が知られている。中でもイ
エロー染料として、透明性と着色力が高く、耐光性に優れるＣ．Ｉ．ソルベントイエロー
１６２のようなピリドンアゾ骨格を用いる例がいくつか知られている（特許文献１、２参
照）。
【０００５】
　また、カラーフィルター用途として二置換体以上のフェニル基を有するピリドンアゾ化
合物が知られている（特許文献３参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開平０７－１４０７１６号公報
【特許文献２】特開平１１－２８２２０８号公報
【特許文献３】国際公開第２０１２／０３９３６１号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、高着色かつ耐光性などの諸特性の全てを高いレベルで満足するイエロー
トナーを満たすためには更なる改善が求められている。
【０００８】
　本発明の目的は、高着色力、耐光性に優れるトナーを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記課題は、以下の発明によって解決される。即ち、本発明は、少なくとも、結着樹脂
、ワックス及び着色剤を含有するイエロートナーであって、着色剤として、一般式（１）
で表される化合物を含有することを特徴とするイエロートナーを提供することである。
【００１０】
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【化１】

【００１１】
（一般式（１）中、Ｒ1は、アルキル基、アリール基またはアミノ基を表す。Ｒ2は、水素
原子、シアノ基、カルバモイル基、カルボン酸エステル基またはカルボン酸アミド基を表
す。Ｒ3は、水素原子、アルキル基またはアシル基を表す。Ａは、カルボン酸（２－エチ
ルヘキシル）エステル基を表す。ｎは、２乃至５の整数を表す。）
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、高着色力、耐光性の優れるトナーを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】化合物（１）の1Ｈ－ＮＭＲスペクトルを表す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下に、発明を実施するための形態を挙げて、本発明を説明する。
【００１５】
　本発明者らは、前記した従来技術の課題を解決すべく鋭意検討を行った結果、結着樹脂
、ワックス及び着色剤を含有するトナー粒子を有するイエロートナーであって、該着色剤
が、下記一般式（１）で表される化合物であることで、高着色力、耐光性の優れるトナー
が得られることを見出し、本発明に至った。
【００１６】

【化２】

【００１７】
（一般式（１）中、Ｒ1は、アルキル基、アリール基またはアミノ基を表す。Ｒ2は、水素
原子、シアノ基、カルバモイル基、カルボン酸エステル基またはカルボン酸アミド基を表
す。Ｒ3は、水素原子、アルキル基またはアシル基を表す。Ａは、カルボン酸エステル基
、スルホン酸エステル基、カルボン酸アミド基またはスルホン酸アミド基を表す。ｎは、
２乃至５の整数を表す。）
【００１８】
　トナーの着色剤として、高着色であり、かつ耐光性を優れたものにするには、以下に説
明する事項が重要となる。着色力（高着色性）については、構造及び置換基効果による材
料固有の特徴が重要である。またトナーにおいては、少なくとも結着樹脂およびワックス
成分等を含有するため、染料と混在する結着樹脂やワックス成分との相溶性も重要である
。特にトナーにおいて、染料と混在する結着樹脂やワックス成分との相溶性が劣ると、会
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合または凝集が発生し、着色力を低下させる。従って、着色力の低下の原因となる着色体
の会合、凝集を抑制するために、上記結着樹脂やワックス成分との相溶性は高くする必要
がある。
【００１９】
　また、上記着色剤、結着樹脂およびワックス成分において、染料と結着樹脂との相溶性
と比べて、染料とワックス成分との相溶性は劣るため、ワックス成分の増加に伴って着色
剤の会合や凝集が発生し、着色力が低下する。従って、これをも合わせて解決することが
必要となってくる。
【００２０】
　また本発明に係る一般式（１）の色素化合物は、少なくとも二置換体（式（１）中のＡ
が２つ以上）であるため、一置換体（式（１）中のＡが１つ）と比較して耐光性が優れて
いる。これはピリドンアゾ骨格のジアゾ基部分の電子密度の状態が影響していると考えて
いる。本発明においては、特にフェニル基に電子求引性基を２つ用いていることで、ジア
ゾ基の電子密度を低下させることができ、耐光性が向上したと考えている。
【００２１】
　［色素化合物］
　まず、色素化合物（着色剤）として用いられる上記一般式（１）で表される化合物につ
いて説明する。
【００２２】
　一般式（１）中のＲ1におけるアルキル基としては、特に限定されるものではないが、
メチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、ｉｓｏ－プロピル基、ｎ－ブチル基、ｓｅｃ－ブ
チル基、ｉｓｏ－ブチル基、ｔｅｒｔ－ブチル基等が挙げられる。
【００２３】
　一般式（１）中のＲ1におけるアリール基としては、特に限定されるものではないが、
フェニル基等が挙げられる。
【００２４】
　一般式（１）中のＲ1におけるアミノ基としては、特に限定されるものではないが、ア
ミノ基、ジメチルアミノ基等が挙げられる。
【００２５】
　一般式（１）中のＲ1がアルキル基であることが、耐光性が優れるため好ましく、より
好ましくはメチル基である。
【００２６】
　一般式（１）中のＲ2におけるカルボン酸エステル基としては、特に限定されるもので
はないが、カルボン酸メチルエステル基、カルボン酸エチルエステル基、カルボン酸ブチ
ルエステル基、カルボン酸エチルヘキシルエステル基等が挙げられる。
【００２７】
　一般式（１）中のＲ2におけるカルボン酸アミド基としては、カルボン酸ジメチルアミ
ド基、カルボン酸ジエチルアミド基、カルボン酸エチル（２－エチルへキシル）アミド基
、カルボン酸ブチル（エチル）アミド基等のカルボン酸ジアルキルアミド基；カルボン酸
メチルアミド基、カルボン酸エチルアミド基、カルボン酸２－エチルへキシルアミド等の
カルボン酸モノアルキルアミド基等が挙げられる。
【００２８】
　一般式（１）中のＲ2はシアノ基であることが、耐光性が優れるため好ましい。
【００２９】
　一般式（１）中のＲ3におけるアルキル基としては、特に限定されるものではないが、
メチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、ｉｓｏ－プロピル基、ｎ－ブチル基、ｓｅｃ－ブ
チル基、ｉｓｏ－ブチル基、ｔｅｒｔ－ブチル基、オクチル基、ドデシル基、ノナデシル
基、シクロブチル基、シクロペンチル基、シクロヘキシル基、メチルシクロヘキシル基、
２－エチルプロピル、２－エチルヘキシル基、シクロヘキセニル基で置換されたエチル基
等の飽和または不飽和の直鎖状、分岐状、若しくは、環状の炭素数１～２０個の１級～３
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【００３０】
　一般式（１）中のＲ3におけるアシル基としては、特に限定されるものではないが、ホ
ルミル基、アセチル基、エチルヘキシノイル基、ベンゾイル基等が挙げられる。
【００３１】
　一般式（１）中のＲ3はエチル基、ｎ－ブチル基または２－エチルヘキシル基であるこ
とが、耐光性が優れるため好ましい。
【００３２】
　一般式（１）中のＡにおけるカルボン酸エステル基としては、特に限定されるものでは
ないが、カルボン酸メチルエステル基、カルボン酸エチルエステル基、カルボン酸ブチル
エステル基、カルボン酸ヘキシルエステル基、カルボン酸（エチルヘキシル）エステル基
、カルボン酸（２－エチルヘキシル）エステル基等が挙げられる。特に、カルボン酸（２
－エチルヘキシル）エステル基の場合、溶解性および耐光性が優れるため好ましい。
【００３３】
　一般式（１）中のＡにおけるカルボン酸アミド基としては、特に限定されるものではな
いが、カルボン酸ジメチルアミド基、カルボン酸ジエチルアミド基、カルボン酸ブチル（
エチル）アミド基、カルボン酸ジ（エチルヘキシル）アミド基、カルボン酸ジ（２－エチ
ルヘキシル）アミド基等のカルボン酸ジアルキルアミド基；カルボン酸メチルアミド基、
カルボン酸エチルアミド基、カルボン酸（エチルヘキシル）アミド基、カルボン酸（２－
エチルヘキシル）アミド基等のカルボン酸モノアルキルアミド基が挙げられる。特に、カ
ルボン酸（２－エチルヘキシル）アミド基の場合、溶解性および耐光性が優れるため好ま
しい。
【００３４】
　一般式（１）中のＡにおけるスルホン酸エステル基としては、特に限定されるものでは
ないが、スルホン酸メチルエステル基、スルホン酸エチルエステル基、スルホン酸ブチル
エステル基、スルホン酸ヘキシルエステル基、スルホン酸エチルヘキシルエステル基、ス
ルホン酸（２－エチルヘキシル）エステル基等が挙げられる。特に、カルボン酸（２－エ
チルヘキシル）エステル基の場合、溶解性および耐光性が優れるため好ましい。
【００３５】
　一般式（１）中のＡにおけるスルホン酸アミド基としては、特に限定されるものではな
いが、スルホン酸ジメチルアミド基、スルホン酸ジエチルアミド基、スルホン酸ブチル（
エチル）アミド基、スルホン酸ジ（２－エチルヘキシル）アミド基等のスルホン酸ジアル
キルアミド基、スルホン酸（２－エチルヘキシル）アミド基等のスルホン酸モノアルキル
アミド基、が挙げられる。特に、スルホン酸ジ（２－エチルヘキシル）アミド基の場合、
溶解性および耐光性が優れるため好ましい。
【００３６】
　本発明に用いられる一般式（１）で表される化合物は、特許文献３に記載されている公
知の方法を参考にして合成することが可能である。
【００３７】
　一般式（１）で表される化合物の好ましい例として、化合物（１）～（３０）を以下に
示すが、本発明に用いられる一般式（１）で表わされる化合物は、特に下記の化合物に限
定されるものではない。
【００３８】
　また、一般式（１）の化合物は、アゾ体で表記されている。しかし、一般式（１）の化
合物は、アゾ－ヒドラゾ互変異性体が存在し、ヒドラゾ体も本発明の範疇である。
【００３９】
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【００４０】
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【化４】

【００４１】
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【化５】

【００４２】
　［トナーについて］
　一般式（１）で表される化合物の含有量は、結着樹脂１００質量部に対し１～２０質量
部であることが好ましい。
【００４３】
　また、一般式（１）で表される化合物は、色調を調整するために、これらの化合物を単
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独で、あるいは公知のイエロー染料を組み合わせて用いることもできる。
【００４４】
　また、一般式（１）で表される化合物は、一般的なイエロー顔料と組み合わせて用いる
ことも可能である。特に、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１８５、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエ
ロー１８０またはＣ．Ｉ．ピグメントイエロー１５５と組み合わせて用いることが良好な
イエロー色を得る上で効果的である。これらの顔料は、単独でも、２種以上混合して用い
てもよい。
【００４５】
　また、着色剤はトナーを製造する際に、着色剤を分散媒体に分散させた色素分散体とし
て用いてもよい。
【００４６】
　＜色素分散体＞
　以下、色素分散体について説明する。
【００４７】
　本発明のイエロートナーに用いられる色素分散体は、有機溶剤、又は有機溶剤と水との
混合物である分散媒体中に、一般式（１）で表される化合物を分散処理することで得られ
る。色素分散体の調製方法としては、具体的には、以下の方法が挙げられる。分散媒体中
に、一般式（１）で表される化合物と、必要に応じて樹脂を溶かし込み、撹拌しながら十
分に分散媒体になじませる。さらに、ボールミル、ペイントシェーカー、ディゾルバー、
アトライター、サンドミル、ハイスピードミルの如き分散機により機械的せん断力を加え
ることで、上記化合物を均一な微粒子状に微分散することができる。
【００４８】
　本発明において、色素分散体中の一般式（１）で表される化合物の含有量は、分散媒体
１００質量部に対して１．０～３０．０質量部であることが好ましく、より好ましくは２
．０～２０．０質量部、特に好ましくは３．０～１５．０質量部である。上記一般式（１
）で表される化合物の含有量が上記の範囲内であれば、色素分散体としての粘度の上昇を
抑制でき、また、一般式（１）で表される化合物の分散媒体中における分散性を更に向上
させ、良好な着色力を発揮することができる。
【００４９】
　分散媒体として用いられる有機溶剤としては、以下のものが挙げられる。メチルアルコ
ール、エチルアルコール、変成エチルアルコール、イソプロピルアルコール、ｎ－ブチル
アルコール、イソブチルアルコール、ｔｅｒｔ－ブチルアルコール、ｓｅｃ－ブチルアル
コール、ｔｅｒｔ－アミルアルコール、３－ペンタノール、オクチルアルコール、ベンジ
ルアルコール、シクロヘキサノール等のアルコール類；メチルセロソルブ、エチルセロソ
ルブ、ジエチレングリコール、ジエチレングリコールモノブチルエーテル等のグリコール
類；アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトンの如きケトン類；酢酸エチ
ル、酢酸ブチル、プロピオン酸エチル、セロソルブアセテートの如きエステル類；ヘキサ
ン、オクタン、石油エーテル、シクロヘキサン、ベンゼン、トルエン、キシレン等の炭化
水素系溶剤；四塩化炭素、トリクロロエチレン、テトラブロムエタンの如きハロゲン化炭
化水素系溶剤；ジエチルエーテル、ジメチルグリコール、トリオキサン、テトラヒドロフ
ラン等のエーテル類；メチラール、ジエチルアセタール等のアセタール類；ギ酸、酢酸、
プロピオン酸等の有機酸類；ニトロベンゼン、ジメチルアミン、モノエタノールアミン、
ピリジン、ジメチルスルホキシド、ジメチルホルムアミド等のヘテロ元素（硫黄、窒素等
）含有有機化合物類。
【００５０】
　また、懸濁重合法によってトナー粒子を製造する場合、分散媒体として用いられる有機
溶剤として、重合性単量体を用いることが好ましい。重合性単量体は、付加重合性単量体
であることが好ましい。具体的には、スチレン、ｏ－メチルスチレン、ｍ－メチルスチレ
ン、ｐ－メチルスチレン、ｏ－エチルスチレン、ｍ－エチルスチレン、ｐ－エチルスチレ
ンの如きスチレン系単量体；アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸プロピル
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、アクリル酸ブチル、アクリル酸オクチル、アクリル酸ドデシル、アクリル酸ステアリル
、アクリル酸ベヘニル、アクリル酸２－エチルヘキシル、アクリル酸ジメチルアミノエチ
ル、アクリル酸ジエチルアミノエチル、アクリロニトリル、アクリル酸アミドの如きアク
リレート系単量体；メタクリル酸メチル、メタクリル酸エチル、メタクリル酸プロピル、
メタクリル酸ブチル、メタクリル酸オクチル、メタクリル酸ドデシル、メタクリル酸ステ
アリル、メタクリル酸ベヘニル、メタクリル酸２－エチルヘキシル、メタクリル酸ジメチ
ルアミノエチル、メタクリル酸ジエチルアミノエチル、メタクリロニトリル、メタクリル
酸アミド等のメタクリレート系単量体；エチレン、プロピレン、ブチレン、ブタジエン、
イソプレン、イソブチレン、シクロヘキセン等のオレフィン系単量体；塩化ビニル、塩化
ビニリデン、臭化ビニル、ヨウ化ビニル等のハロゲン化ビニル類；酢酸ビニル、プロピオ
ン酸ビニル、安息香酸ビニル等のビニルエステル類；ビニルメチルエーテル、ビニルエチ
ルエーテル、ビニルイソブチルエーテル等のビニルエーテル類；ビニルメチルケトン、ビ
ニルヘキシルケトン、メチルイソプロペニルケトン等のビニルケトン化合物を挙げること
ができる。これらは使用用途に応じて、単独又は２種以上を組み合わせて用いることがで
きる。特に、上記重合性単量体の中でも、スチレン、アクリレート系単量体、又は、メタ
クリレート系単量体であることが好ましく、これらを単独もしくは併用することが好まし
い。特に扱い易さから、分散媒体として、スチレンが好ましい。
【００５１】
　前記色素分散体には、上述の通り、樹脂を加えてもよい。色素分散体に含有させる樹脂
としては目的用途に応じて決められるものであり、特に限定されないが、溶解懸濁法にて
トナーを製造する場合には、結着樹脂となる樹脂を溶解させればよい。結着樹脂として用
いられる樹脂としては、具体的には、ポリスチレン樹脂、ポリアクリル酸樹脂、ポリメタ
クリル酸樹脂、ポリアクリル酸エステル樹脂、ポリメタクリル酸エステル樹脂、スチレン
アクリル系共重合体（例えば、スチレン－アクリル酸エステル共重合体、スチレン－メタ
クリル酸エステル共重合体、スチレン－アクリル酸エステル－メタクリル酸エステル共重
合体）、ポリエステル樹脂、ポリビニルエーテル樹脂、ポリビニルメチルエーテル樹脂、
ポリビニルアルコール樹脂、ポリビニルブチラール樹脂等が挙げられる。これらの樹脂は
単独、あるいは２種以上混合して用いることができる。
【００５２】
　色素分散体は乳化剤を用いて水に分散させることが出来る。例えば、樹脂を含有する色
素分散体を水に分散させた場合には、溶解懸濁法でトナーを製造することができる。この
場合に用いられる乳化剤としては、カチオン界面活性剤、アニオン界面活性剤、ノニオン
界面活性剤が挙げられる。カチオン界面活性剤としては、ドデシルアンモニウムクロライ
ド、ドデシルアンモニウムブロマイド、ドデシルトリメチルアンモニウムブロマイド、ド
デシルピリジニウムクロライド、ドデシルピリジニウムブロマイド、ヘキサデシルトリメ
チルアンモニウムブロマイド等が挙げられる。アニオン界面活性剤としては、ステアリン
酸ナトリウム、ドデカン酸ナトリウムの脂肪酸石鹸、ドデシル硫酸ナトリウム、ドデシル
ベンゼン硫酸ナトリウム、ラウリル硫酸ナトリウム等が挙げられる。ノニオン界面活性剤
としては、ドデシルポリオキシエチレンエーテル、ヘキサデシルポリオキシエチレンエー
テル、ノニルフェニルポリオキシエチレンエーテル、ラウリルポリオキシエチレンエーテ
ル、ソルビタンモノオレアートポリオキシエチレンエーテル、モノデカノイルショ糖等が
挙げられる。
【００５３】
　＜結着樹脂＞
　本発明のイエロートナーに用いられる結着樹脂としては、特に限定されるものではない
が、例えば、熱可塑性樹脂を挙げることができる。
【００５４】
　具体的には、以下の重合性単量体の単独重合体或いは共重合体であるビニル系樹脂が挙
げられる。上記重合性単量体として、具体的には、スチレン、パラクロロスチレン、α－
メチルスチレン等のスチレン或いはスチレン誘導体；アクリル酸メチル、アクリル酸エチ
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ル、アクリル酸ｎ－プロピル、アクリル酸ｎ－ブチル、アクリル酸ラウリル、アクリル酸
２－エチルヘキシル等のアクリル酸エステル；メタクリル酸メチル、メタクリル酸エチル
、メタクリル酸ｎ－プロピル、メタクリル酸ラウリル、メタクリル酸２－エチルヘキシル
等のメタクリル酸エステル；アクリロニトリル、メタクリロニトリル等のビニルニトリル
類；ビニルエチルエーテル、ビニルイソブチルエーテル等のビニルエーテル；ビニルメチ
ルケトン、ビニルエチルケトン、ビニルイソプロペニルケトン等のケトン類；エチレン、
プロピレン、ブタジエン、イソプレン等のオレフィン類を例示できる。ただし、結着樹脂
として用いられる樹脂はビニル系樹脂に限定されない。ビニル系樹脂以外の樹脂としては
、エポキシ樹脂、ポリエステル樹脂、ポリウレタン樹脂、ポリアミド樹脂、セルロース樹
脂、ポリエーテル樹脂等の非ビニル縮合系樹脂も用いることができる。また、これら非ビ
ニル縮合系樹脂とビニル系モノマーとのグラフト重合体も用いることができる。これらの
樹脂は１種単独で用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００５５】
　また、ポリエステル樹脂は、酸由来の構成成分（ジカルボン酸）とアルコール由来の構
成成分（ジオール）とから合成されるものである。本発明において、「酸由来の構成成分
」とは、ポリエステル樹脂の合成前には酸成分であった構成部位を指し、「アルコール由
来の構成成分」とは、ポリエステル樹脂の合成前にはアルコール成分であった構成部位を
指す。
【００５６】
　本発明において、酸由来の構成成分は、特に限定されるものではないが、脂肪族ジカル
ボン酸由来の構成成分、２重結合を持つジカルボン酸由来の構成成分、スルホン酸基を持
つジカルボン酸由来の構成成分が挙げられる。具体的には、シュウ酸、マロン酸、コハク
酸、グルタル酸、アジピン酸、ピメリン酸、スベリン酸、アゼリン酸、セバシン酸、１，
９－ノナンジカルボン酸、１，１０－デカンジカルボン酸、１，１１－ウンデカンジカル
ボン酸、１，１２－ドデカンジカルボン酸、１，１３－トリデカンジカルボン酸、１，１
４－テトラデカンジカルボン酸、１，１６－ヘキサデカンジカルボン酸、１，１８－オク
タデカンジカルボン酸、それらの低級アルキルエステルや酸無水物が挙げられる。特に、
脂肪族ジカルボン酸由来の構成成分が好ましく、さらに、脂肪族ジカルボン酸における脂
肪族部位が飽和カルボン酸である事が好ましい。
【００５７】
　アルコール由来の構成成分としては、特に限定されるものではないが、脂肪族ジオール
が望ましい。例えば、エチレングリコール、１，３－プロパンジオール、１，４－ブタン
ジオール、１，５ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，７－ヘプタンジオ
ール、１，８－オクタンジオール、１，９－ノナンジオール、１，１０－デカンジオール
、１，１１－ドデカンジオール、１，１２－ウンデカンジオール、１，１３－トリデカン
ジオール、１，１４－テトラデカンジオール、１，１８－オクタデカンジオール、１，２
０－エイコサンジオールが挙げられる。
【００５８】
　ポリエステル樹脂は、特に制限はされないが、特に全成分中、アルコール成分／酸成分
が４５／５５～５５／４５のｍｏｌ比であるものが好ましい。
【００５９】
　また、ポリエステル樹脂は、分子鎖の末端基数が増えるとトナーの帯電特性において環
境依存性が大きくなりやすくなる。そのため、酸価は９０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であること
が好ましく、５０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であることがより好ましい。また、水酸基価は５０
ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であることが好ましく、３０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であることがより好
ましい。但し、トナーの摩擦帯電特性を考慮すると、３ｍｇＫＯＨ／ｇ以上であることが
好ましい。
【００６０】
　本発明において、トナーの機械的強度を高めると共に、トナー分子の分子量を制御する
ために、結着樹脂の合成時に架橋剤を用いることもできる。
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【００６１】
　本発明のトナーに用いられる架橋剤としては、特に限定されるものではないが、具体的
には、二官能の架橋剤や多官能の架橋剤を用いることができる。二官能の架橋剤として、
ジビニルベンゼン、ビス（４－アクリロキシポリエトキシフェニル）プロパン、エチレン
グリコールジアクリレート、１，３－ブチレングリコールジアクリレート、１，４－ブタ
ンジオールジアクリレート、１，５－ペンタンジオールジアクリレート、１，６－ヘキサ
ンジオールジアクリレート、ネオペンチルグリコールジアクリレート、ジエチレングリコ
ールジアクリレート、トリエチレングリコールジアクリレート、テトラエチレングリコー
ルジアクリレート、ポリエチレングリコール＃２００、＃４００、＃６００の各ジアクリ
レート、ジプロピレングリコールジアクリレート、ポリプロピレングリコールジアクリレ
ート、ポリエステル型ジアクリレート、および上記のジアクリレートをジメタクリレート
に代えたもの等が挙げられる。
【００６２】
　多官能の架橋剤としては、特に限定されるものではないが、ペンタエリスリトールトリ
アクリレート、トリメチロールエタントリアクリレート、トリメチロールプロパントリア
クリレート、テトラメチロールメタンテトラアクリレート、オリゴエステルアクリレート
およびそのメタクリレート、２，２－ビス（４－メタクリロキシフェニル）プロパン、ジ
アリルフタレート、トリアリルシアヌレート、トリアリルイソシアヌレートおよびトリア
リルトリメリテート等が挙げられる。
【００６３】
　これらの架橋剤は、前記結着樹脂を得るために用いられる重合性単量体１００質量部に
対して、０．０５～１０質量部用いることが好ましく、さらには０．１～５質量部用いる
ことがより好ましい。
【００６４】
　結着樹脂のガラス転移温度は、好ましくは４５～８０℃であり、より好ましくは５５～
７０℃である。また、結着樹脂の数平均分子量（Ｍｎ）は２，５００～５０，０００であ
ることが好ましい。また、結着樹脂の重量平均分子量（Ｍｗ）は１０，０００～１，００
０，０００であることが好ましい。
【００６５】
　＜ワックス＞
　本発明においてトナーの構成材料として用いられるワックスとしては、特に限定される
ものではないが、パラフィンワックス、マイクロクリスタリンワックス、ペトロラタムの
如き石油系ワックスおよびその誘導体、モンタンワックスおよびその誘導体、フィッシャ
ー・トロプシュ法による炭化水素ワックスおよびその誘導体、ポリエチレンに代表される
ポリオレフィンワックスおよびその誘導体、カルナバワックス、キャンデリラワックスの
如き天然ワックスおよびそれらの誘導体等が挙げられる。尚、上記誘導体には、酸化物や
、ビニルモノマーとのブロック共重合物、グラフト変性物が含まれる。また、高級脂肪族
アルコール等のアルコール、ステアリン酸、パルミチン酸等の脂肪族あるいはその化合物
、酸アミド、エステル、ケトン、硬化ヒマシ油およびその誘導体、植物ワックス、動物ワ
ックスが挙げられる。これらは単独、もしくは併せて用いることができる。
【００６６】
　ワックスの添加量としては、結着樹脂１００質量部に対して２．５～１５．０質量部の
範囲であることが好ましく、より好ましくは３．０～１０．０質量部の範囲である。ワッ
クスの添加量を上記の範囲に調整することによって、オイルレス定着を容易にすると共に
、帯電特性への影響もより低く抑えることが可能となる。
【００６７】
　本発明に用いられるワックスは、５０℃以上２００℃以下の融点のものが好ましく、５
５℃以上１５０℃以下の融点のものがさらに好ましい。なお、ワックスの融点が５０℃以
上２００℃以下である場合、トナーの耐ブロッキング性が更に向上し、さらに、定着時の
ワックスの染み出しも向上し、オイルレス定着における剥離性も向上させることができる
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。
【００６８】
　なお、本発明における融点とは、ＡＳＴＭ　Ｄ３４１８－８２に準じて測定された示差
走査熱量（ＤＳＣ）曲線における主体吸熱ピーク温度を示す。具体的には、ワックスの融
点は、示差走査熱量計（メトラートレード社製：ＤＳＣ８２２）を用い、測定温度範囲を
３０～２００℃、昇温速度を５℃／ｍｉｎとし、常温常湿環境下における２回目の昇温過
程によって温度３０～２００℃の範囲におけるＤＳＣ曲線を得、得られたＤＳＣ曲線にお
ける主体吸熱ピーク温度である。
【００６９】
　＜その他のトナー構成材料＞
　本発明のトナーにおいては、必要に応じて荷電制御剤を含有していても良い。これによ
り、現像システムに応じた最適の摩擦帯電量のコントロールを容易に行うことが可能とな
る。
【００７０】
　荷電制御剤としては、公知のものが利用でき、特に帯電スピードが速く、かつ、一定の
帯電量を安定して維持できる荷電制御剤が好ましい。さらに、トナーを直接重合法により
製造する場合には、重合阻害性が低く、水系分散媒体への可溶化物が実質的にない荷電制
御剤が特に好ましい。
【００７１】
　荷電制御剤は、トナーを負荷電性に制御するものとして、スルホン酸基、スルホン酸塩
基またはアルコキシスルホニル基を有する重合体または共重合体、サリチル酸誘導体およ
びその金属錯体、モノアゾ金属化合物、アセチルアセトン金属化合物、芳香族オキシカル
ボン酸、芳香族モノおよびポリカルボン酸や、その金属塩、無水物、エステル類、ビスフ
ェノール等のフェノール誘導体類、尿素誘導体、含金属ナフトエ酸系化合物、ホウ素化合
物、４級アンモニウム塩、カリックスアレーン、樹脂系帯電制御剤等が挙げられる。
【００７２】
　また、トナーを正荷電性に制御するものとしては、ニグロシンおよび脂肪酸金属塩によ
るニグロシン変性物、グアニジン化合物、イミダゾール化合物、トリブチルベンジルアン
モニウム－１－ヒドロキシ－４－ナフトスルホン酸塩、テトラブチルアンモニウムテトラ
フルオロボレート等の４級アンモニウム塩、およびこれらの類似体であるホスホニウム塩
等のオニウム塩およびこれらのレーキ顔料、トリフェニルメタン染料およびこれらのレー
キ顔料（レーキ化剤としては、リンタングステン酸、リンモリブデン酸、リンタングステ
ンモリブデン酸、タンニン酸、ラウリン酸、没食子酸、フェリシアン化物、フェロシアン
化物）、高級脂肪酸の金属塩、ジブチルスズオキサイド、ジオクチルスズオキサイド、ジ
シクロヘキシルスズオキサイドの如きジオルガノスズオキサイド、ジブチルスズボレート
、ジオクチルスズボレート、ジシクロヘキシルスズボレート等のジオルガノスズボレート
類、樹脂系帯電制御剤等が挙げられる。これらを単独であるいは２種類以上組み合わせて
用いることができる。
【００７３】
　本発明のイエロートナーは、無機微粉体や樹脂粒子がトナー粒子に対して外部添加され
ていてもよい。無機微粉体としては、シリカ、酸化チタン、アルミナまたはそれらの複酸
化物や、これらを表面処理したものの微粉体が挙げられ、樹脂粒子としては、ビニル系樹
脂、ポリエステル樹脂、シリコーン樹脂の如き樹脂粒子が挙げられる。これらの無機微粉
体や樹脂粒子は、流動性助剤やクリーニング助剤の機能を有する外添剤である。
【００７４】
　［トナー粒子の製造方法］
　以下にトナー粒子の製造方法について説明するが、本発明はこれらの製造方法に限定さ
れるものではない。
【００７５】
　トナー粒子を製造するための方法としては、例えば、粉砕法、懸濁重合法、懸濁造粒法
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、乳化重合法、乳化凝集法、溶解懸濁法、エステル伸張重合法等が挙げられる。
【００７６】
　＜懸濁重合法によるトナー粒子の製造＞
　懸濁重合法は以下の工程を含む製造方法である。
　着色剤、ワックス及び重合性単量体を含有する重合性単量体組成物を調製する工程。
　該重合性単量体組成物の粒子を水系媒体中で形成する工程。
　該水系媒体中にて該重合性単量体組成物の該粒子に含有される該重合性単量体を重合し
てトナー粒子を得る工程。
　尚、重合開始剤は、重合性単量体組成物中に含有させても良く、また、造粒前、造粒宙
に添加しても良い。
【００７７】
　上記トナーの製造方法における重合性単量体組成物は、前記着色剤を第１の重合性単量
体に分散させた分散液（色素分散体）を、第２の重合性単量体と混合して調製されたもの
であることが好ましい。即ち、着色剤を第１の重合性単量体中に十分に分散させた後で、
他のトナー材料と共に第２の重合性単量体と混合することにより、着色剤がより良好な分
散状態でトナー粒子中に存在できるものとなる。なお、第１の重合性単量体と第２の重合
性単量体とは、同一の重合性単量体であっても異なる重合性単量体であってもよい。
【００７８】
　前記懸濁重合法に用いられる重合開始剤としては、公知の重合開始剤を用いることがで
きる。具体的には、アゾ化合物、有機過酸化物、無機過酸化物、有機金属化合物、光重合
開始剤が挙げられる。より具体的には、２，２’－アゾビス（イソブチロニトリル）、２
，２’－アゾビス（２－メチルブチロニトリル）、２，２’－アゾビス（４－メトキシ－
２，４－ジメチルバレロニトリル）、２，２’－アゾビス（２，４－ジメチルバレロニト
リル）、ジメチル２，２’－アゾビス（イソブチレート）の如きアゾ系重合開始剤、ベン
ゾイルパーオキサイド、ジｔｅｒｔ－ブチルパーオキサイド、ｔｅｒｔ－ブチルパーオキ
シイソプロピルモノカーボネート、ｔｅｒｔ－へキシルパーオキシベンゾエート、ｔｅｒ
ｔ－ブチルパーオキシベンゾエート等の有機過酸化物系重合開始剤、過硫酸カリウム、過
硫酸アンモニウム等の無機過酸化物系重合開始剤、過酸化水素－第１鉄系、ＢＰＯ－ジメ
チルアニリン系、セリウム（ＩＶ）塩－アルコール系等のレドックス開始剤が挙げられる
。光重合開始剤としては、アセトフェノン、ベンゾインメチルエーテル、ベンゾインメチ
ルケタール等が挙げられる。これらの重合開始剤は、単独または２つ以上組み合わせて使
用することができる。
【００７９】
　前記重合開始剤の添加量は、重合性単量体１００質量部に対して０．１～２０質量部の
範囲である場合が好ましく、より好ましくは０．１～１０質量部の範囲である場合である
。前記重合性開始剤の種類は、重合法により若干異なるが、１０時間半減温度を参考に、
単独または混合して使用される。
【００８０】
　前記懸濁重合法で用いられる水系媒体は、分散安定化剤を含有させることが好ましい。
分散安定化剤としては、公知の無機系および有機系の分散安定化剤を用いることができる
。無機系の分散安定化剤としては、リン酸カルシウム、リン酸マグネシウム、リン酸アル
ミニウム、リン酸亜鉛、炭酸マグネシウム、炭酸カルシウム、水酸化カルシウム、水酸化
マグネシウム、水酸化アルミニウム、メタケイ酸カルシウム、硫酸カルシウム、硫酸バリ
ウム、ベントナイト、シリカ、アルミナ等が挙げられる。有機系の分散安定化剤としては
、ポリビニルアルコール、ゼラチン、メチルセルロース、メチルヒドロキシプロピルセル
ロース、エチルセルロース、カルボキシメチルセルロースのナトリウム塩、デンプン等が
挙げられる。また、ノニオン性、アニオン性、カチオン性の界面活性剤の利用も可能であ
る。具体的には、ドデシル硫酸ナトリウム、テトラデシル硫酸ナトリウム、ペンタデシル
硫酸ナトリウム、オクチル硫酸ナトリウム、オレイン酸ナトリウム、ラウリル酸ナトリウ
ム、ステアリン酸カリウム、オレイン酸カルシウム等が挙げられる。
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【００８１】
　前記分散安定化剤のうち、本発明においては、酸に対して可溶性のある難水溶性無機分
散安定化剤を用いることが好ましい。また、本発明においては、難水溶性無機分散安定化
剤を用い、水系分散媒体を調製する場合に、これらの分散安定化剤が重合性単量体１００
質量部に対して０．２～２．０質量部の範囲となるような割合で使用することが該重合性
単量体組成物の水系媒体中での液滴安定性の点で好ましい。また、本発明においては、重
合性単量体組成物１００質量部に対して３００～３０００質量部の範囲の水を用いて水系
媒体を調製することが好ましい。
【００８２】
　本発明において、前記の難水溶性無機分散安定化剤が分散された水系媒体を調製する場
合には、市販の分散安定化剤をそのまま用いて分散させてもよい。ただ、細かい均一な粒
度を有する分散安定化剤粒子を得るために、水中にて高速撹拌しながら前記難水溶性無機
分散安定化剤を生成・調製することが好ましい。例えば、リン酸カルシウムを分散安定化
剤として使用する場合、高速撹拌下でリン酸ナトリウム水溶液と塩化カルシウム水溶液と
を混合してリン酸カルシウムの微粒子を形成することで、好ましい分散安定化剤を得るこ
とができる。
【００８３】
　＜懸濁造粒法によるトナー粒子の製造＞
　本発明のトナーに含有されるトナー粒子は、懸濁造粒法により製造された粒子であって
も良い。懸濁造粒法においては、加熱工程を有さないため、低融点ワックスを用いた場合
に起こる樹脂とワックスとの相溶化を抑制し、相溶化に起因するトナーのガラス転移温度
の低下を抑制することができる。また、懸濁造粒法は、結着樹脂となるトナー材料の選択
肢が広く、一般的に定着性に有利とされるポリエステル樹脂を主成分にすることが容易で
ある。そのため、懸濁重合法を適用しにくい樹脂組成のトナーを製造する場合に有利な製
造方法である。
【００８４】
　懸濁造粒法を用いる場合は、例えば、下記のようにしてトナー粒子を製造することがで
きる。
【００８５】
　まず、着色剤、結着樹脂及びワックスを、溶剤中で混合して溶剤組成物（色素分散体）
を調製する。次に、該溶剤組成物を液体媒体中に分散して溶剤組成物の粒子を造粒してト
ナー粒子懸濁液を得る。そして、得られた懸濁液を加熱したり、反応容器内を減圧したり
して溶剤を除去することでトナー粒子を得ることができる。
【００８６】
　前記溶剤組成物は、着色剤を第１の溶剤に分散させて得られた分散液を、さらに他のト
ナー材料と共に第２の溶剤と混合して調製されたものであることが、好ましい。これによ
って、顔料がより良好な分散状態でトナー粒子中に存在できるものとなる。
【００８７】
　前記懸濁造粒法に用いることができる溶剤としては、トルエン、キシレン、ヘキサン等
の炭化水素類、塩化メチレン、クロロホルム、ジクロロエタン、トリクロロエタン、四塩
化炭素の如き含ハロゲン炭化水素類、メタノール、エタノール、ブタノール、イソプロピ
ルアルコールの如きアルコール類、エチレングリコール、プロピレングリコール、ジエチ
レングリコール、トリエチレングリコール等の多価アルコール類、メチルセロソルブ、エ
チルセロソルブ等のセロソルブ類、アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケ
トン等のケトン類、ベンジルアルコールエチルエーテル、ベンジルアルコールイソプロピ
ルエーテル、テトラヒドロフラン等のエーテル類、酢酸メチル、酢酸エチル、酢酸ブチル
等のエステル類が挙げられる。なお、これら溶媒は、単独または２種類以上混合して用い
ることができる。これらのうち、前記トナー粒子懸濁液中の溶剤を容易に除去することが
できるという理由から、沸点が低く、且つ前記結着樹脂を十分に溶解できる溶剤を用いる
ことが好ましい。



(17) JP 6355378 B2 2018.7.11

10

20

30

40

50

【００８８】
　前記溶剤の使用量としては、結着樹脂１００質量部に対して、５０～５０００質量部の
範囲である場合が好ましく、１２０～１０００質量部の範囲である場合がより好ましい。
【００８９】
　前記懸濁造粒法で用いられる水系媒体は、分散安定化剤を含有させることが好ましい。
該分散安定化剤としては、懸濁重合法で用いられるものを同じく用いることができる。前
記分散安定剤の使用量としては、結着樹脂１００質量部に対して、０．０１～２０質量部
の範囲である場合が、該溶剤組成物の水系媒体中での液滴安定性の点で好ましい。
【００９０】
　＜粉砕法によるトナー粒子の製造＞
　粉砕法によってトナー粒子を製造する場合には、着色剤及び結着樹脂を含有する着色樹
脂粉体に必要に応じてワックス、荷電制御剤、その他の添加剤が用いられる。
【００９１】
　粉砕法トナーは、混合機、熱混練機、分級機等の公知の製造装置を用いて製造すること
ができる。
【００９２】
　まず、結着樹脂、着色剤、ワックス及び荷電制御剤、必要に応じてその他の材料をヘン
シェルミキサー又はボールミルといった混合機により十分混合する。次に、ロール、ニー
ダー又はエクストルーダーといった熱混練機を用いて溶融させる。さらに、捏和及び混練
して樹脂類を互いに相溶せしめた中に、ワックスを分散させる。冷却固化の後、粉砕及び
分級を行ってトナーを得ることができる。
【００９３】
　粉砕法において、結着樹脂は１種単独で用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。
２種以上の樹脂を混合して用いる場合、トナーの粘弾性特性を制御するために、分子量の
異なる樹脂を混合することが好ましい。
【００９４】
　＜乳化凝集法によるトナー粒子の製造＞
　次に、乳化凝集法によるトナー粒子の製造方法について説明する。
【００９５】
　乳化凝集法とは、以下の工程を含む製造方法である。
　水系媒体にワックスが分散したワックス分散液を調製する工程、
　水系媒体に樹脂粒子が分散した樹脂粒子分散液を調製する工程、
　水系媒体に着色剤が分散した着色剤分散液を調製する工程、
　該ワックス分散液、該樹脂粒子分散液及び該着色剤分散液を混合し、それぞれの分散液
に含有される該ワックス、該樹脂粒子、該着色剤を凝集させて凝集体粒子を形成する凝集
工程、及び
　該凝集体粒子を加熱し、融合する工程。
　尚、水系媒体は、水を主要成分としている媒体を意味する。水系媒体の具体例としては
、水そのもの、水にｐＨ調整剤を添加したもの、水に有機溶剤を添加したもの等が挙げら
れる。
【００９６】
　乳化凝集法を用いる場合、融合工程の後に、洗浄工程、乾燥工程を行うことが一般的で
ある。
【００９７】
　各粒子の分散液には、界面活性剤等の分散剤を添加する事ができる。着色剤粒子は公知
の方法で分散されるが、回転せん断型ホモジナイザー、ボールミル、サンドミル、アトラ
イターの如きメディア式分散機、高圧対向衝突式の分散機が好ましく用いられる。
【００９８】
　本発明の界面活性剤としては、水溶性高分子、無機化合物、及び、イオン性または非イ
オン性の界面活性剤が挙げられる。特に、分散性の問題から分散性が高いイオン性が好ま
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しく、特に、アニオン性界面活性剤が好ましく使われる。
【００９９】
　また、洗浄性と界面活性能の観点から、界面活性剤の分子量は、１００～１０，０００
であることが好ましく、より好ましくは２００～５，０００である。
【０１００】
　当該界面活性剤の具体例としては、ポリビニルアルコール、メチルセルロース、カルボ
キシメチルセルロース、ポリアクリル酸ナトリウム等の水溶性高分子；ドデシルベンゼン
スルホン酸ナトリウム、オクタデシル硫酸ナトリウム、オレイン酸ナトリウム、ラウリル
酸ナトリウム、ステアリン酸カリウム等のアニオン性界面活性剤；ラウリルアミンアセテ
ート、ラウリルトリメチルアンモニウムクロライド等のカチオン性界面活性剤；ラウリル
ジメチルアミンオキサイドの如き両性イオン性界面活性剤；ポリオキシエチレンアルキル
エーテル、ポリオキシエチレンアルキルフェニルエーテル、ポリオキシエチレンアルキル
アミン等のノニオン性界面活性剤等の界面活性剤；リン酸三カルシウム、水酸化アルミニ
ウム、硫酸カルシウム、炭酸カルシウム、炭酸バリウム等の無機化合物が挙げられる。
【０１０１】
　なお、これらは１種単独で用いても良く、また、必要に応じて２種以上を組み合せて用
いてもよい。
【０１０２】
　（ワックス分散液）
　乳化凝集法で用いられるワックス分散液は、ワックスを水系媒体に分散させることで調
製される。ワックス分散液は公知の方法で調製される。なお、ワックスは上述のワックス
を使用することが可能である（樹脂粒子分散液）。
【０１０３】
　上記樹脂粒子分散液は、樹脂粒子を水性媒体に分散させることで調製される。
【０１０４】
　本発明において、水系媒体とは、水を主要成分としている媒体を意味する。水系媒体の
具体例としては、水そのもの、水にｐＨ調整剤を添加したもの、水に有機溶剤を添加した
ものが挙げられる。
【０１０５】
　上記樹脂粒子分散液に含まれる樹脂粒子を構成する樹脂としては、結着樹脂として例示
した樹脂を用いることができる。本発明に用いる樹脂粒子分散液は、樹脂粒子を水系媒体
に分散させてなる。上記樹脂粒子分散液は公知の方法で調製される。例えば、ビニル系単
量体、特にスチレン系単量体を構成要素とする樹脂粒子を含む樹脂粒子分散液の場合は、
当該単量体を、界面活性剤などを用いて乳化重合を実施する事で樹脂粒子分散液を調製す
ることができる。
【０１０６】
　また、その他の方法で作製した樹脂（例えば、ポリエステル樹脂）の場合は、水にイオ
ン性の界面活性剤及び高分子電解質と共にホモジナイザーなどの分散機により分散させる
。その後、溶剤を蒸散することにより、樹脂粒子分散液を作製することができる。また、
樹脂に界面活性剤を加え、ホモジナイザーなどの分散機により水中にて乳化分散する方法
や転相乳化法などにより、樹脂粒子分散液を調製してもよい。
【０１０７】
　樹脂粒子分散液中の、樹脂粒子の体積基準のメジアン径は０．００５～１．０μｍが好
ましく、０．０１～０．４μｍがより好ましい。該樹脂粒子の体積基準のメジアン径が上
記範囲を満たすことによって、適切な粒径のトナーをより容易に得やすくなる。
【０１０８】
　樹脂粒子の平均粒径は、動的光散乱法（ＤＬＳ）、レーザー散乱法、遠心沈降法、ｆｉ
ｅｌｄ－ｆｌｏｗ　ｆｒａｃｔｉｏｎａｔｉｏｎ法、電気的検知体法の如き測定法によっ
て測定することができる。なお、本発明において、樹脂粒子の平均粒径とは、特に断りが
無ければ、後述するように、２０℃、０．０１質量％固形分濃度で、動的光散乱法（ＤＬ
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Ｓ）／レーザードップラー法で測定された体積基準の５０％累積粒径値（Ｄ５０）の事を
意味する。
【０１０９】
　（着色剤粒子分散液）
　乳化凝集法で用いられる着色剤粒子分散液は、着色剤を界面活性剤と共に水系媒体に分
散させることで調製される。調製方法の具体例を以下に説明する。
【０１１０】
　まず、本発明の一般式（１）で表わされる化合物を分散液として調整する。また、一般
式（１）で表わされる化合物の混合した分散液とすることも可能である。着色剤粒子は公
知の方法で分散されるが、回転せん断型ホモジナイザー、ボールミル、サンドミル、アト
ライターの如きメディア式分散機、高圧対向衝突式の分散機が好ましく用いられる。
【０１１１】
　用いられる界面活性剤の使用量は、トナー中の界面活性剤の除去のしやすさの観点から
、着色剤１００質量部に対して、０．０１～１０質量部であることが好ましく、より好ま
しくは０．１～５．０質量部であり、更に好ましくは０．５質量部～３．０質量部である
。その結果、得られたトナー中に残留する界面活性剤量が少なくなり、トナーの画像濃度
が高く、且つ、カブリが発生しにくいといった効果が得られる。
【０１１２】
　［凝集工程］
　凝集体粒子を形成させる方法としては、特に限定されるものではないが、ｐＨ調整剤、
凝集剤、安定剤を上記混合液中に添加・混合し、温度、機械的動力（攪拌）を適宜加える
方法が好適に例示できる。
【０１１３】
　ｐＨ調整剤としては、特に限定されるものではないが、アンモニア、水酸化ナトリウム
等のアルカリ、硝酸、クエン酸等の酸が挙げられる。
【０１１４】
　凝集剤としては、特に限定されるものではないが、塩化ナトリウム、炭酸マグネシウム
、塩化マグネシウム、硝酸マグネシウム、硫酸マグネシウム、塩化カルシウム、硫酸アル
ミニウム等の無機金属塩の他、２価以上の金属錯体が挙げられる。
【０１１５】
　安定剤としては、主に界面活性剤が挙げられる。
【０１１６】
　界面活性剤としては、特に限定されるものではないが、ポリビニルアルコール、メチル
セルロース、カルボキシメチルセルロース、ポリアクリル酸ナトリウム等の水溶性高分子
；ドデシルベンゼンスルホン酸ナトリウム、オクタデシル硫酸ナトリウム、オレイン酸ナ
トリウム、ラウリル酸ナトリウム、ステアリン酸カリウム等のアニオン性界面活性剤；ラ
ウリルアミンアセテート、ラウリルトリメチルアンモニウムクロライド等のカチオン性界
面活性剤；ラウリルジメチルアミンオキサイド等の両性イオン性界面活性剤；ポリオキシ
エチレンアルキルエーテル、ポリオキシエチレンアルキルフェニルエーテル、ポリオキシ
エチレンアルキルアミン等のノニオン性界面活性剤等の界面活性剤；リン酸三カルシウム
、水酸化アルミニウム、硫酸カルシウム、炭酸カルシウム、炭酸バリウムの如き無機化合
物が挙げられる。なお、これらは１種を単独で用いても良く、また界面活性剤は、必要に
応じて２種以上を組み合せて用いてもよい。
【０１１７】
　ここで形成される凝集粒子の平均粒径としては、特に限定されるものではないが、通常
、得ようとするトナー粒子の平均粒径と同じ程度になるように制御するとよい。制御は、
前記凝集剤等の添加・混合時の温度と上記撹拌混合の条件を適宜設定・変更することによ
り容易に行うことができる。さらに、トナー粒子間の融着を低減するため、上記ｐＨ調整
剤、上記界面活性剤を適宜投入することができる。
【０１１８】
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　［融合工程］
　融合工程では、上記凝集体粒子を加熱して融合することでトナー粒子を形成する。
【０１１９】
　加熱の温度としては、凝集体粒子に含まれる樹脂のガラス転移温度（Ｔｇ）から樹脂の
分解温度の間であればよい。凝集工程と同様の撹拌下で、界面活性剤の添加やｐＨ調整に
より、凝集の進行を止め、樹脂粒子の樹脂のガラス転移温度以上の温度に加熱を行うこと
により凝集体粒子を融合・合一させる。
【０１２０】
　加熱の時間としては、融合が十分に為される程度でよく、具体的には１０分間～１０時
間程度行えばよい。
【０１２１】
　また、融合工程の前後に、微粒子を分散させた微粒子分散液を添加混合して上記凝集体
粒子に微粒子を付着させてコア・シェル構造を形成する工程（付着工程）をさらに含むこ
とも可能である。
【０１２２】
　［洗浄工程］
　融合工程後に得られたトナー粒子を、適切な条件で洗浄、濾過、乾燥することにより、
トナー粒子を得る。この場合、トナーとして十分な帯電特性、信頼性を確保するために、
上記トナー粒子を十分に洗浄することが好ましい。
【０１２３】
　洗浄方法として、限定されるものではないが、トナー粒子を含む懸濁液を濾過し、得ら
れた濾物に蒸留水を用いて撹拌洗浄し、さらにこれを濾過することで行うことができる。
トナーの帯電性の観点から、濾液の電気伝導度が１５０μＳ／ｃｍ以下になるまで洗浄を
繰り返す。濾液の電気伝導度を１５０μＳ／ｃｍ以下にすることで、トナーの帯電特性の
低下を抑制し、結果としてカブリ発生の抑制や画像濃度のより向上させることができる。
【０１２４】
　［乾燥工程］
　乾燥は、通常の振動型流動乾燥法、スプレードライ法、凍結乾燥法、フラッシュジェッ
ト法の如き公知の方法を利用することができる。トナー粒子の乾燥後の含水分率は、１．
５質量％以下であることが好ましく、より好ましくは１．０質量％以下である。
【０１２５】
　本発明のイエロートナーは、重量平均粒径（Ｄ４）が４．０～９．０μｍであることが
好ましく、より好ましくは４．９～７．５μｍである。イエロートナーの重量平均粒径（
Ｄ４）が上記範囲を満たす場合、帯電安定性が向上し、多数枚の連続現像動作（耐久動作
）において、画像カブリや現像スジがより生じにくくなる。また、ハーフトーン部の再現
性もより向上する。
【０１２６】
　本発明のイエロートナーは、重量平均粒径（Ｄ４）と個数平均粒径（Ｄ１）の比（以下
、重量平均粒径（Ｄ４）／個数平均粒径（Ｄ１）またはＤ４／Ｄ１とも称する）が１．３
５以下であることが好ましく、より好ましくは１．３０以下である。イエロートナーが、
上記関係を満たすことによって、カブリ発生の抑制や転写性が向上すると共に、線幅の太
さがより均一となる。
【０１２７】
　なお、本発明のイエロートナーの重量平均粒径（Ｄ４）と個数平均粒径（Ｄ１）は、ト
ナー粒子の製造方法によってその調整方法は異なる。例えば、懸濁重合法の場合は、水系
分散媒体調製時に使用する分散剤濃度や反応撹拌速度、または反応撹拌時間等をコントロ
ールすることによって調整することができる。
【０１２８】
　本発明のイエロートナーは、フロー式粒子像分析装置で測定される該イエロートナーの
平均円形度が０．９３０以上０．９９５以下であることが好ましく、より好ましくは０．
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９６０以上０．９９０以下であることが、トナーの転写性が大幅に改善される点から好ま
しい。
【０１２９】
　［液体現像剤及びその製造方法］
　また、本発明のトナーは液体現像法に用いられる現像剤（以下、液体現像剤と呼ぶ）に
用いることも出来る。
【０１３０】
　以下、液体現像剤の製造方法について説明する。
【０１３１】
　まず、液体現像剤を得るには、電気絶縁性担体液に、一般式（１）で表される化合物を
含有する着色樹脂粉体、必要に応じて、電荷制御剤，ワックス等の助剤を分散または溶解
させて製造する。また、先に、濃縮トナーを作り、さらに電気絶縁性担体液で希釈して現
像剤を調製するというような、二段法で調製してもよい。
【０１３２】
　分散機としては、特に限定されるものではないが、回転せん断型ホモジナイザー、ボー
ルミル、サンドミル、アトライターの如きメディア式分散機、高圧対向衝突式の分散機が
好ましく用いられる。
【０１３３】
　着色樹脂粉体に、更に公知の顔料や染料等の着色剤を単独、または、２種以上を組み合
わせて追加して用いることもできる。
【０１３４】
　ワックス及び着色剤は前記と同様である。
【０１３５】
　電荷制御剤としては、静電荷現像用液体現像剤に用いられているものであれば、特に制
限される事はないが、ナフテン酸コバルト、ナフテン酸銅、オレイン酸銅、オレイン酸コ
バルト、オクチル酸ジルコニウム、オクチル酸コバルト、ドデシルベンゼンスルホン酸ナ
トリウム、ドデシルベンゼンスルホン酸カルシウム、大豆レシチン、アルミニウムオクト
エート等が挙げられる。
【０１３６】
　本発明で用いられる電気絶縁性担体液としては、特に制限はないが、１０9Ω・ｃｍ以
上の高い電気抵抗と３以下の低い誘電率を有する有機溶剤を使用する事が好ましい。
【０１３７】
　具体的には、ヘキサン、ペンタン、オクタン、ノナン、デカン、ウンデカン、ドデカン
等の脂肪族炭化水素溶剤、アイソパーＨ，Ｇ，Ｋ，Ｌ，Ｍ（エクソン化学（株）製）、リ
ニアレンダイマーＡ－２０、Ａ－２０Ｈ（出光興産（株）製）のように沸点が６８～２５
０℃の温度範囲のものが好ましい。これらは、系の粘度が高くならない範囲で単独、また
は、２種以上併用して用いてもよい。
【実施例】
【０１３８】
　以下、実施例及び比較例を挙げて、本発明を更に詳細に説明するが、本発明はこれらの
実施例に限定されるものではない。なお、化合物（５）、（１９）、（２１）、（２２）
、（２８）を用いるイエロートナー（１１）～（１５）に係る実施例１１～１５は、参考
例１１～１５である。また、文中「部」及び「％」とあるのは特に断りのない限り質量基
準である。得られた反応生成物の同定は、下記に挙げる装置を用いた複数の分析方法によ
って行った。即ち、使用した分析装置は、1Ｈ－核磁気共鳴分光分析装置（ＥＣＡ－４０
０、日本電子（株）製）、ＭＡＬＤＩ　ＭＳ（ａｕｔｏｆｌｅｘ装置、ブルカー・ダルト
ニクス社製）を用いた。尚、ＭＡＬＤＩ　ＭＳにおいて検出イオンはネガティブモードを
採用した。
【０１３９】
　〈合成例：化合物（１）の製造〉
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【０１４０】
【化６】

【０１４１】
　アミン化合物（１）１．６ｇのメタノール（ＭｅＯＨ）４０ｍＬ溶液を５℃に冷却した
後、３５％の塩酸０．７ｍＬを滴下した。これに亜硝酸ナトリウム０．３０ｇの水３ｍＬ
溶液を滴下した（ジアゾ化Ａ液）。また別途、ピリドン化合物（１）１．０４ｇのメタノ
ール（ＭｅＯＨ）２０ｍＬ溶液を５℃に冷却し、これにジアゾ化Ａ液を５℃以下の温度に
保持されるようにゆっくりと滴下し、更に０～５℃で３時間撹拌した。反応終了後、炭酸
ナトリウム水溶液を滴下し、ｐＨを６に中和した後、クロロホルムで有機層を抽出した。
この有機層を減圧濃縮することで得られた粘体をカラムクロマトグラフィーにより精製（
展開溶媒：ヘプタン／酢酸エチル）し、１．６５ｇの化合物（１）を得た。
【０１４２】
　［化合物（１）についての分析結果］
［１］1Ｈ－ＮＭＲ（４００ＭＨｚ、ＣＤＣｌ3、室温、図１参照）：δ（ｐｐｍ）＝１５
．８３（１Ｈ，ｓ），８．６５（１Ｈ，ｓ），８．１７（１Ｈ，ｄ），７．９１（１Ｈ，
ｄ），４．４１－４．２５（４Ｈ，ｍ），３．９９－３．９４（２Ｈ，ｍ），２．６７（
３Ｈ，ｓ），２．１９－２．１６（４Ｈ，ｍ），１．９３－１．７１（３Ｈ，ｍ），１．
５２－１．２４（２２Ｈ，ｍ），０．９９－０．８７（１６Ｈ，ｍ）．
［２］ＭＡＬＤＩ－ＴＯＦ－ＭＳによる質量分析：ｍ／ｚ＝６７７．３１７（Ｍ－Ｈ）-

【０１４３】
　［イエロートナーの製造］
　以下に記載する方法で本発明のイエロートナー及び比較イエロートナーを製造した。
【０１４４】
　＜実施例１＞
　上記化合物（１）５質量部、スチレン１２０質量部の混合物をアトライター（三井鉱山
社製）により３時間溶解させて色素分散体（１）を得た。
【０１４５】
　高速撹拌装置Ｔ．Ｋ．ホモミキサー（プライミクス株式会社製）を備えた２Ｌ用四つ口
フラスコ中にイオン交換水７１０部と０．１ｍｏｌ／ｌ－リン酸三ナトリウム水溶液４５
０部を添加し、回転数を１２０００ｒｐｍに調整し、６０℃に加温した。ここに１．０ｍ
ｏｌ／ｌ－塩化カルシウム水溶液６８質量部を徐々に添加し微小な難水溶性分散安定剤リ
ン酸カルシウムを含む水系分散媒体を調製した。
【０１４６】
　・色素分散体（１）　１３３．２質量部
　・スチレン　４６．０質量部
　・ｎ－ブチルアクリレート　３４．０質量部
　・サリチル酸アルミニウム化合物　２．０質量部
　（オリエント化学工業株式会社製　ボントロンＥ－８８）
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　・極性樹脂　１０．０質量部
（プロピレンオキサイド変性ビスフェノールＡとイソフタル酸との重縮合物、Ｔｇ＝６５
℃、Ｍｗ＝１００００、Ｍｎ＝６０００）
　・エステルワックス　２５．０質量部
（ＤＳＣ測定における最大吸熱ピークのピーク温度＝７０℃、Ｍｎ＝７０４）
　・ジビニルベンゼン　０．１０質量部
　上記にて、処方された水系分散媒体を６０℃に加温した後、Ｔ．Ｋ．ホモミキサーを用
いて５０００ｒｐｍにて均一に溶解・分散した。これに重合開始剤である２，２’－アゾ
ビス（２，４－ジメチルバレロニトリル）１０質量部を溶解し、重合性単量体組成物を調
製した。次に、前記水系媒体中に上記重合性単量体組成物を投入し、回転数１２０００ｒ
ｐｍを維持しつつ１５分間造粒した。その後高速撹拌器からプロペラ撹拌羽根に撹拌器を
変え、液温を６０℃に昇温して重合を５時間継続させた後、液温を８０℃に昇温させ８時
間重合を継続させた。重合反応終了後、８０℃／減圧下で残存単量体を留去した後、液温
を３０℃まで冷却し、重合体微粒子分散体を得た。
【０１４７】
　次に、重合体微粒子分散体を洗浄容器に移し、撹拌しながら、希塩酸を添加してｐＨ１
．５に調整し、２時間撹拌させた。濾過器で固液分離を行い、重合体微粒子を得た。重合
体微粒子の水への再分散と固液分離とを、リン酸カルシウムを含むリン酸とカルシウムの
化合物を十分に除去されるまで、繰り返し行った。その後に、最終的に固液分離した重合
体微粒子を、乾燥機で十分に乾燥してイエロートナー粒子（１）を得た。
【０１４８】
　得られたイエロートナー粒子（１）１００質量部に対し、ヘキサメチルジシラザンで表
面処理された疎水性シリカ微粉体（一次粒子の数平均粒径７ｎｍ）１．００質量部、ルチ
ル型酸化チタン微粉体（一次粒子の数平均粒径４５ｎｍ）０．１５質量部、ルチル型酸化
チタン微粉体（一次粒子の数平均粒径２００ｎｍ）０．５０質量部をヘンシェルミキサー
（日本コークス工業株式会社製）で５分間乾式混合して、本発明のイエロートナー（１）
を得た。
【０１４９】
　＜実施例２、３＞
　実施例１において、化合物（１）５質量部を、化合物（２）６質量部（実施例２）、化
合物（１４）７質量部（実施例３）に各々変更した以外は実施例１と同様にして本発明の
イエロートナー（２）、（３）を得た。
【０１５０】
　＜比較例１＞
　実施例１において、化合物（１）を比較化合物（１）にした以外は実施例１と同様にし
て、比較用のイエロートナー（比１）を得た。
【０１５１】
　比較用化合物（１）の構造を以下に示す。
【０１５２】
【化７】
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【０１５３】
　＜実施例４、５、６＞
　実施例１～３において、エステルワックス２５．０質量部を１２．５質量部に変更した
以外は実施例１と同様にして本発明のイエロートナー（４）、（５）、（６）を得た。
【０１５４】
　＜比較例２＞
　比較例１において、エステルワックス２５．０質量部を１２．５質量部に変更した以外
は実施例１と同様にして比較用のイエロートナー（比２）を得た。
【０１５５】
　＜実施例７、８、９＞
　実施例１～３において、エステルワックス２５．０質量部を３７．５質量部に変更した
以外は実施例１と同様にして本発明のイエロートナー（７）、（８）、（９）を得た。
【０１５６】
　＜比較例３＞
　比較例１において、エステルワックス２５．０質量部を３７．５質量部に変更した以外
は実施例１と同様にして比較用のイエロートナー（比３）を得た。
【０１５７】
　＜実施例１０＞
　スチレン８２．６質量部、ｎ－ブチルアクリレート９．２質量部、アクリル酸１．３質
量部、ヘキサンジオールアクリレート０．４質量部、ｎ－ラウリルメルカプタン３．２質
量部を混合し溶解させた。この溶液にネオゲンＲＫ（第一工業製薬社製）１．５質量部の
イオン交換水１５０質量部の水溶液を添加して、分散させた。さらに１０分間ゆっくりと
撹拌しながら、過硫酸カリウム０．１５質量部のイオン交換水１０質量部の水溶液を添加
した。窒素置換をした後、７０℃で６時間乳化重合を行った。重合終了後、反応液を室温
まで冷却し、イオン交換水を添加することで固形分濃度が１２．５質量％、体積基準のメ
ジアン径が０．２μｍの樹脂粒子分散液を得た。
【０１５８】
　エステルワックス（ＤＳＣ測定における最大吸熱ピークのピーク温度＝７０℃、Ｍｎ＝
７０４）１００質量部、ネオゲンＲＫ１５質量部をイオン交換水３８５質量部に混合させ
、湿式ジェットミルＪＮ１００（（株）常光製）を用いて約１時間分散してワックス分散
液を得た。ワックス分散液の濃度は２０質量％であった。
【０１５９】
　化合物（１）１００質量部、ネオゲンＲＫ１５質量部をイオン交換水８８５部に混合さ
せ、湿式ジェットミルＪＮ１００（（株）常光製）を用いて約１時間分散して化合物（１
）分散液を得た。
【０１６０】
　化合物（１）分散液における着色剤粒子の体積基準のメジアン径は、０．２μｍであり
、化合物（１）分散液の濃度は１０質量％であった。
【０１６１】
　樹脂粒子分散液１６０質量部、ワックス分散液１０質量部、化合物（１）分散液１０質
量部、硫酸マグネシウム０．２部をホモジナイザー（ＩＫＡ社製：ウルトラタラックスＴ
５０）を用いて分散させた後、撹拌させながら、６５℃まで加温した。６５℃で１時間撹
拌した後、光学顕微鏡にて観察すると、平均粒径が約６．０μｍである凝集体粒子が形成
されていることが確認された。ネオゲンＲＫ（第一工業製薬社製）２．２質量部加えた後
、８０℃まで昇温して１２０分間撹拌して、融合した球形トナー粒子を得た。冷却後、ろ
過し、ろ別した固体を７２０質量部のイオン交換水で、６０分間攪拌洗浄した。トナー粒
子を含む溶液をろ過し、ろ液の電気伝導度が１５０μＳ／ｃｍ以下となるまで同様な洗浄
を繰り返した。真空乾燥機を用いて乾燥させ、トナー粒子を得た。
【０１６２】
　上記トナー粒子１００質量部に、ＢＥＴ法で測定した比表面積が２００ｍ2／ｇである
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疎水化処理されたシリカ微粉体１．８質量部をヘンシェルミキサー（三井鉱山社製）で乾
式混合し、イエロートナー（１０）を得た。
【０１６３】
　＜実施例１１、１２＞
　実施例１０において、化合物（１）１００質量部をそれぞれ化合物（５）６０質量部（
実施例１１）、化合物（２１）５５質量部（実施例１２）に変更した以外は実施例１０と
同様にして本発明のイエロートナー（１１）、（１２）を得た。
【０１６４】
　＜比較例４＞
　実施例１０において、化合物（１）を比較化合物（１）にした以外は実施例１０と同様
にして、比較用のイエロートナー（比４）を得た。
【０１６５】
　＜実施例１３＞
　結着樹脂（ポリエステル樹脂）１００質量部（Ｔｇ＝５５℃、酸価２０ｍｇＫＯＨ／ｇ
、水酸基価１６ｍｇＫＯＨ／ｇ、分子量：Ｍｐ＝４５００、Ｍｎ＝２３００、Ｍｗ＝３８
０００）、化合物（１９）：５質量部、１，４－ジ－ｔ－ブチルサリチル酸アルミニウム
化合物：０．５質量部、パラフィンワックス（最大吸熱ピーク温度７８℃）：５質量部を
、ヘンシェルミキサー（ＦＭ－７５Ｊ型、三井鉱山（株）製）でよく混合した後、温度１
３０℃に設定した２軸混練機（ＰＣＭ－４５型、池貝鉄鋼（株）製）にて６０ｋｇ／ｈｒ
のＦｅｅｄ量で混練（吐出時の混練物温度は約１５０℃）した。得られた混練物を冷却し
、ハンマーミルで粗砕した後、機械式粉砕機（Ｔ－２５０：ターボ工業（株）製）にて２
０ｋｇ／ｈｒのＦｅｅｄ量で微粉砕した。
【０１６６】
　更に得られたトナー微粉砕物を、コアンダ効果を利用した多分割分級機により分級する
ことで、トナー粒子を得た。
【０１６７】
　上記トナー粒子１００質量部に、ＢＥＴ法で測定した比表面積が２００ｍ2／ｇである
疎水化処理されたシリカ微粉体１．８質量部をヘンシェルミキサー（三井鉱山社製）で乾
式混合し、イエロートナー（１３）を得た。
【０１６８】
　＜実施例１４、１５＞
　実施例１３において、化合物（１９）５質量部をそれぞれ化合物（２２）５質量部（実
施例１４）、化合物（２８）５質量部（実施例１５）に変更した以外は実施例１３と同様
の方法にして本発明のイエロートナー（１４）、（１５）を得た。
【０１６９】
　＜比較例５＞
　実施例１２において、化合物（２２）５質量部を比較化合物（１）に変更した以外は実
施例１２と同様の方法にして比較用のイエロートナー（比５）を得た。
【０１７０】
　＜実施例１６＞
　実施例１において、化合物（１）５質量部をＣ．Ｉ．ピグメントイエロー１８５（ＢＡ
ＳＦ社製、商品名「ＰＡＬＩＯＴＯＬ　Ｙｅｌｌｏｗ　Ｄ１１５５」）４質量部、化合物
（１）３質量部に変更した。これ以外は実施例１と同様の方法にして本発明のイエロート
ナー（１６）を得た。
【０１７１】
　＜実施例１７＞
　実施例１０と同様の方法で、固形分濃度が１２．５質量％、体積基準のメジアン径が０
．２μｍの樹脂粒子分散液とワックス粒子分散液の濃度は２０質量％のワックス分散液を
得た。
【０１７２】
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　Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１８０（ＤＩＣ株式会社製、商品名「ＳＹＭＵＬＥＲ　Ｆ
ａｓｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　ＢＹ２０００ＧＴ」）１００質量部、ネオゲンＲＫ１５質量部を
イオン交換水８８５質量部に混合させ、湿式ジェットミルＪＮ１００（（株）常光製）を
用いて約１時間分散してＣ．Ｉ．ピグメントイエロー１８０分散液を得た。
【０１７３】
　Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１８０分散液における着色剤粒子の体積基準のメジアン径
は、０．２μｍであり、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１８０分散液の濃度は１０質量％で
あった。
【０１７４】
　化合物（１）１００質量部、ネオゲンＲＫ１５質量部をイオン交換水８８５質量部に混
合させ、湿式ジェットミルＪＮ１００（（株）常光製）を用いて約１時間分散して化合物
（１）分散液を得た。
【０１７５】
　化合物（１）分散液における着色剤粒子の体積基準のメジアン径は、０．２μｍであり
、化合物（１）分散液の濃度は１０質量％であった。
【０１７６】
　樹脂粒子分散液１６０質量部、ワックス分散液１０質量部、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロ
ー１８０分散液３質量部、化合物（１）分散液４質量部、硫酸マグネシウム０．２部をホ
モジナイザー（ＩＫＡ社製：ウルトラタラックスＴ５０）を用いて分散させた後、撹拌さ
せながら、６５℃まで加温した。６５℃で１時間撹拌した後、光学顕微鏡にて観察すると
、平均粒径が約６．０μｍである凝集体粒子が形成されていることが確認された。ネオゲ
ンＲＫ（第一工業製薬社製）２．２質量部加えた後、８０℃まで昇温して１２０分間撹拌
して、融合した球形トナー粒子を得た。冷却後、ろ過し、ろ別した固体を７２０質量部の
イオン交換水で、６０分間攪拌洗浄した。トナー粒子を含む溶液をろ過し、ろ液の電気伝
導度が１５０μＳ／ｃｍ以下となるまで同様な洗浄を繰り返した。真空乾燥機を用いて乾
燥させ、トナー粒子を得た。
【０１７７】
　上記トナー粒子１００質量部に、ＢＥＴ法で測定した比表面積が２００ｍ2／ｇである
疎水化処理されたシリカ微粉体１．８質量部をヘンシェルミキサー（三井鉱山社製）で乾
式混合し、イエロートナー（１７）を得た。
【０１７８】
　＜実施例１８＞
　結着樹脂（ポリエステル樹脂）：１００質量部（Ｔｇ＝５５℃、酸価２０ｍｇＫＯＨ／
ｇ、水酸基価１６ｍｇＫＯＨ／ｇ、分子量：Ｍｐ＝４５００、Ｍｎ＝２３００、Ｍｗ＝３
８０００）、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１５５（クラリアント社製、商品名「Ｔｏｎｅ
ｒ　Ｙｅｌｌｏｗ　３ＧＰ」）：３質量部、化合物（２２）：３質量部、１，４－ジ－ｔ
－ブチルサリチル酸アルミニウム化合物：０．５質量部、パラフィンワックス（最大吸熱
ピーク温度７８℃）：５質量部を、ヘンシェルミキサー（ＦＭ－７５Ｊ型、三井鉱山（株
）製）でよく混合した後、温度１３０℃に設定した２軸混練機（ＰＣＭ－４５型、池貝鉄
鋼（株）製）で６０ｋｇ／ｈｒのＦｅｅｄ量で混練（吐出時の混練物温度は約１５０℃）
した。得られた混練物を冷却し、ハンマーミルで粗砕した後、機械式粉砕機（Ｔ－２５０
：ターボ工業（株）製）にて２０ｋｇ／ｈｒのＦｅｅｄ量で微粉砕した。
【０１７９】
　更に得られたトナー微粉砕物を、コアンダ効果を利用した多分割分級機により分級する
ことで、トナー粒子を得た。
【０１８０】
　上記トナー粒子１００質量部に、ＢＥＴ法で測定した比表面積が２００ｍ2／ｇである
疎水化処理されたシリカ微粉体１．８質量部をヘンシェルミキサー（三井鉱山社製）で乾
式混合し、イエロートナー（１８）を得た。
【０１８１】
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　（１）イエロートナーの重量平均粒径（Ｄ４）、及び個数平均粒径（Ｄ１）の測定
　上記イエロートナーの個数平均粒径（Ｄ１）及び重量平均粒径（Ｄ４）はコールター法
による粒度分布解析にて測定した。測定装置として、コールターカウンターＴＡ－ＩＩあ
るいはコールターマルチサイザーＩＩ（ベックマン・コールター株式会社製）を用い、該
装置の操作マニュアルに従い測定した。電解液は、１級塩化ナトリウムを用いて、約１％
塩化ナトリウム水溶液を調製した。例えば、ＩＳＯＴＯＮ－ＩＩ（コールターサイエンテ
ィフィックジャパン株式会社製）が使用できる。具体的な測定方法としては、前記電解水
溶液１００～１５０ｍｌ中に分散剤として、界面活性剤（好ましくはアルキルベンゼンス
ルホン酸塩）を、０．１～５ｍｌ加え、更に測定試料（トナー）を２～２０ｍｇ加える。
試料を懸濁した電解液は、超音波分散器で約１～３分間分散処理を行う。得られた分散処
理液を、アパチャーとして１００μｍアパチャーを装着した前記測定装置により、２．０
０μｍ以上のトナーの体積、個数を測定してトナーの体積分布と個数分布とを算出する。
それから、トナーの個数分布から求めた個数平均粒径（Ｄ１）と、トナーの体積分布から
求めたトナーの重量平均粒径（Ｄ４）（各チャンネルの中央値をチャンネル毎の代表値と
する）及びＤ４／Ｄ１を求めた。
【０１８２】
　上記チャンネルとしては、２．００～２．５２μｍ、２．５２～３．１７μｍ、３．１
７～４．００μｍ、４．００～５．０４μｍ、５．０４～６．３５μｍ、６．３５～８．
００μｍ、８．００～１０．０８μｍ、１０．０８～１２．７０μｍ、１２．７０～１６
．００μｍ、１６．００～２０．２０μｍ、２０．２０～２５．４０μｍ、２５．４０～
３２．００μｍ、３２．００～４０．３０μｍの１３チャンネルを用いる。
【０１８３】
　評価は以下のように行い、Ｄ４／Ｄ１が１．３５未満であれば、良好な粒度分布である
と判断した。
【０１８４】
　　Ａ：Ｄ４／Ｄ１が１．３０未満
　　Ｂ：Ｄ４／Ｄ１が１．３０以上、１．３５未満
　　Ｃ：Ｄ４／Ｄ１が１．３５以上
【０１８５】
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【表１】

【０１８６】
　表１で示すように、懸濁重合（実施例１～９、１６、比較例１～３）、乳化凝集重合（
実施例１０～１２、１７、比較例４）または粉砕法（実施例１３～１５、１８、比較例５
）により、本発明で得られるイエロートナーは精度よく作製することができる。
【０１８７】
　（２）イエロートナーを用いた画像サンプル評価
　次に上述のイエロートナー（１）～（１８）、及び、（比１）～（比５）を用いて、画
像サンプルを出力し後述する画像特性を比較評価した。尚、画像特性の比較に際し画像形
成装置としてＬＢＰ－５３００（キヤノン社製）の改造機を使用した通紙耐久を行った。
改造内容としてはプロセスカートリッジ（以下ＣＲＧとする）内の現像ブレードを厚み８
μｍのＳＵＳブレードに交換した。その上でトナー担持体である現像ローラーに印加する
現像バイアスに対して－２００Ｖのブレードバイアスを印加できるようにした。
【０１８８】
　評価に際しては各イエロートナーを個別に充填したＣＲＧを評価項目毎に用意した。そ
して各々のトナーを充填したＣＲＧごとに画像形成装置にセッティングし、下記に記載し
た評価項目毎に評価した。
【０１８９】
　まず上述のイエロートナー（１）～（１８）、及び、（比１）～（比５）の各画像サン
プルに関して、反射濃度計ＳｐｅｃｔｒｏＬｉｎｏ（Ｇｒｅｔａｇ　Ｍａｃｂｅｔｈ社製
）にて、Ｌ＊ａ＊ｂ＊表色系における色度（Ｌ＊、ａ＊、ｂ＊）を測定した。
【０１９０】
　＜トナーの光学濃度（ＯＤ）評価＞
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　通常環境（温度２５℃／湿度６０％ＲＨ）下において最大トナー載り量を０．４５ｍｇ
／ｃｍ2に調整した１６階調画像サンプルをカラー複写機ＣＬＣ－１１００改造機（キヤ
ノン（株）製、定着オイル塗布機構を省いた）を用いて作成した。このとき、画像サンプ
ルの基紙としては、ＣＬＣカラーコピー用紙（キヤノン（株）製）を用いた。得られた画
像サンプルをＳｐｅｃｔｒｏＬｉｎｏ（Ｇｒｅｔａｇ　Ｍａｃｈｂｅｔｈ社製）にて分析
した。分析結果では最大トナー乗り量の階調におけるイエロー光学濃度ＯＤ（Ｙ）で評価
した。尚、着色性の分散性が優れているほどトナーの光学濃度は高くなる。
【０１９１】
　　Ａ：ＯＤ（Ｙ）が１．６以上（着色性が非常に高い）
　　Ｂ：ＯＤ（Ｙ）が１．５以上、１．６未満（着色性が高い）
　　Ｃ：ＯＤ（Ｙ）が１．５未満（着色性が低い）
【０１９２】
　＜トナーの耐光性評価＞
　色度測定の際に得られた画像サンプルをキセノン試験装置（ＡｔｌａｓＣｉ４０００、
スガ試験機（株）製）に投入し、（照度：３４０ｎｍで０．３９Ｗ／ｍ2、温度：４０℃
、相対湿度：６０％）の条件下、５０時間曝露した。印字物の反射濃度を試験前後で測定
した。初期の色度をそれぞれａ0

*、ｂ0
*、Ｌ0

*とし、曝露後の色度をそれぞれａ*、ｂ*、
Ｌ*としたとき、色差ΔＥを以下のように定義し、算出した。
【０１９３】
【数１】

【０１９４】
　評価基準は以下の通りである。
【０１９５】
　　Ａ：ΔＥ＜３．０
　　Ｂ：３．０≦ΔＥ＜５．０
　　Ｃ：５．０≦ΔＥ
【０１９６】
　実施例及び比較例の各評価結果を表１にまとめた。表１中、ＰＹ１８５、ＰＹ１８０、
ＰＹ１５５は、それぞれＣ．Ｉ．ピグメントイエロー１８５、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロ
ー１８０、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１５５を示す。
【０１９７】
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【表２】

【０１９８】
　表２より明らかなように、一般式（１）の色素化合物（着色剤）を用いて作製したトナ
ーは、比較化合物を用いて作製したトナーと比較して、高着色力であって、耐光性が優れ
ている事が分かる。また、ワックスの量に対して着色に影響がないこともわかった。
【産業上の利用可能性】
【０１９９】
　本発明によれば、高着色力かつ高耐光性なトナーとして使用することができる。
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